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国民民主党東京都総支部連合会 

国民民主党 東京都議会議員選挙 重点政策 

『都民の手取りを増やす。』 

昨年の衆議院選挙では、選挙前から 4倍増となる 28 議席を獲得した。30 年ぶりに「103 万

円の壁」は動いたが、新たに基礎控除に年収要件が設けられ、ガソリンの暫定税率もいまだ

に廃止されていない。国民の切実な声に応えていくためには、国民民主党はもっと力をつけ

なければならない。 

東京都においては、2023 年の統一地方選挙で自治体議員数が倍増するなど、23 区内の全て

の区で党所属議員が地域に根ざした活動を展開している。一方、東京都議会には党所属議員

がまだいない。重層的な政策立案をする上で、各級議会に所属議員がいることは欠かせない。 

本年 6 月の東京都議会議員選挙に向けて、物価高に苦しむ都民の暮らしを守り、東京から

日本経済の好循環を生み出すため、下記のとおり、『都民の手取りを増やす。』を重点政策と

して掲げる。 

◯家計・住宅支援、減税

l 住宅価格・家賃高騰を踏まえた住宅購入支援、住居費負担軽減、都営住宅活用等の推進

l 水道料金の引き下げ、固定資産税の減税による家計負担軽減

l 就職氷河期課題への対応（都職員としての正規雇用、就労支援、住宅支援等）

◯輝く東京、安全・健康な街づくり

l 適正水準への宿泊税の見直しによる地域住民の生活環境の確保

l ICT 特区等の規制緩和、スタートアップ支援拡充、国際会議・展示会の誘致推進

l 防災インフラの整備、無電柱化、帰宅困難者対策等による防災体制強化

l 介護事業者の経営安定化・従事者の処遇改善、訪問診療・介護予防強化、救急医療体制の

確保

◯子ども・子育て支援、人への投資

l 妊娠出産〜保育〜高校卒業までの切れ目のない支援（出産費用・保育料・教育費・医療費

等の所得制限のない無償化の推進等）

l 子育てと仕事の両立支援、男性の育児参画推進、待機児童・待機学童解消

l 教職員の働き方改革・個別最適学習実現に向けた教育 DXの推進、都立学校のグローバル

化、不登校支援等による多様な才能と学びを支える教育環境の整備

以上 
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昨年の衆議院選挙では、選挙前から4倍増となる28議席を獲得した。30年
ぶりに「103万円の壁」は動いたが、新たに基礎控除に年収要件が設けられ、
ガソリンの暫定税率もいまだに廃止されていない。国民の切実な声に応えて
いくためには、国民民主党はもっと力をつけなければならない。

東京都においては、2023年の統一地方選挙で自治体議員数が倍増するなど、
23区内の全ての区で党所属議員が地域に根ざした活動を展開している。一
方、東京都議会には党所属議員がまだいない。重層的な政策立案をする上で、
各級議会に所属議員がいることは欠かせない。

本年6月の東京都議会議員選挙に向けて、物価高に苦しむ都民の暮らしを守
り、東京から日本経済の好循環を生み出すため、下記のとおり、『都民の手
取りを増やす。』を重点政策として掲げる。



「都民の手取りを増やす。」を実現
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１ 家計・住宅支援、減税

２ 輝く東京、安全・健康な街づくり

３ 子ども・子育て支援、人への投資
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n住宅価格・家賃高騰を踏まえた住宅購入支援、住居費
負担軽減、都営住宅活用等の推進

n水道料金の引き下げ、固定資産税の減税による家計負
担軽減

n就職氷河期課題への対応（都職員としての正規雇用、
就労支援、住宅支援等） 

家計・住宅支援
減税

輝く東京、安全・
健康な街づくり

子ども・子育て支援
人への投資

01政策 02政策 03政策
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n適正水準への宿泊税の見直しによる地域住民の生活環
境の確保

n ICT特区等の規制緩和、スタートアップ支援拡充、国
際会議・展示会の誘致推進

n防災インフラの整備、無電柱化、帰宅困難者対策等に
よる防災体制強化

n介護事業者の経営安定化・従事者の処遇改善、訪問診
療・介護予防強化、救急医療体制の確保

家計・住宅支援
減税

輝く東京、安全・
健康な街づくり

子ども・子育て支援
人への投資

01政策 02政策 03政策
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n妊娠出産～保育～高校卒業までの切れ目のない支援
（出産費用・保育料・教育費・医療費等の所得制限の
ない無償化の推進等）

n子育てと仕事の両立支援、男性の育児参画推進、待機
児童・待機学童解消

n教職員の働き方改革・個別最適学習実現に向けた教育
DXの推進、都立学校のグローバル化、不登校支援等
による多様な才能と学びを支える教育環境の整備

家計・住宅支援
減税

輝く東京、安全・
健康な街づくり

子ども・子育て支援
人への投資

01政策 02政策 03政策



都議会の議席を獲得することで、
重層的に「手取りを増やす。」
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国政

都政
区政
市政

町村政

昨年10月の衆議院選挙において、4倍増となる
28議席を獲得
年収の壁の引き上げ、ガソリン暫定税率廃止等
の手取りを増やす政策を推進

国政

都政 東京都議会において国民民主党の議席は0議席
国政・都政・市区町村政の連携した取組が重要
である一方で、都政へのアプローチが道半ば

区政
市政

2023年の統一地方選挙において、都内自治体
議員数が倍増
23区全区で党所属議員が地域に根ざした活動を
展開。現在、都内で35人の自治体議員が所属




